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第１ 総 則 

 

１ 業務継続計画策定の意義と目的 

  地震をはじめとする大規模災害等により道民生活に深刻な影響を与える非常事態が発

生した場合、行政組織としての道自身も被災し、人員、資機材、情報及びライフライン

等、利用できる資源に制約が生じることが考えられる。 

  「北海道庁業務継続計画」（以下「本計画」という。）は、札幌市内に大きな被害を

もたらす大地震等に備え、非常事態時に、道庁各部局等において実施すべき応急業務

（注）及び継続の優先度の高い通常業務を「非常時優先業務」と位置付ける（図１参

照）とともに、非常時優先業務の業務継続に必要な措置を講じることにより、業務立ち

上げ時間の短縮や発災直後の業務レベルの向上を図ることを目的とした計画である（図

２）。 
 

 （注）応急業務･･･「北海道地域防災計画」（災害対策基本法第 40条）等や各部局等で

整備している「災害対策実施要領」等（北海道災害対策本部運営要

領３の(1)）に基づいて実施する「災害応急対策業務」及び早期実

施の優先度が高い災害復旧・復興業務等 

 

 （図１）非常時優先業務のイメージ 
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（図２）業務継続計画の作成による効果のイメージ 

 

 

２ 地域防災計画との関係 
地域防災計画は、道や市町村、防災関係機関が連携して実施すべき災害に対する予防、

応急、復旧、復興業務を総合的に示す計画であるのに対し、業務継続計画は、道が非常事
態時に優先的に取り組むべき業務を非常時優先業務として、あらかじめ抽出し、制約され
た資源を効率的に投入することで、非常時優先業務遂行の実効性を確保するための計画で
ある。 
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３ 業務継続の基本方針 
 (1)道民の生命・身体・財産を保護し、被害を最小限にとどめるため、災害応急対策業務

を中心に、非常時優先業務を最優先に実施する。 
 (2)非常時優先業務を継続実施できるよう、必要となる人員、資機材、庁内相互連携体制

等を確保するため、業務継続の優先度の高い業務以外の通常業務については、一時的
に休止・縮小する。 

 (3)業務継続の優先度の高い業務以外の通常業務は、非常時優先業務に影響を与えない範
囲で、順次再開する。 

 

４ 本計画の対象機関 
  本計画の対象となる機関は、本庁舎及び別館庁舎に入居している本庁各部局。ただし、
別館庁舎に入居している企業局、道立病院局、監査委員事務局、人事委員会事務局、労
働委員会事務局及び教育庁（以下本庁各部局を含め「各部局等」という。）を対象として
加える。 

 
５ 本計画の発動 
 (1)札幌市内に震度６弱以上の地震が発生した場合に本計画は自動的に発動することと

し、その他の災害等が発生した場合においても、知事の判断に基づき、本計画を発動
するものとする。 

 (2)本計画が発動された場合は、他の計画等に優先して適用されるものとする。 
 (3)知事は、通常業務体制への復帰を判断したときは、その旨の指示を行うものとする。 
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第２ 想定災害 

 

１ 地震 
  本計画で想定する地震は、北海道防災会議地震専門委員会で、「北海道の想定地震」と
して決定された次の「３つの伏在活断層（図４）による札幌市直下型地震」とする。 

 
 (1)影響が想定される断層 
   ア 野幌丘陵断層帯 
   イ 寒背斜に関連する断層（月寒断層） 
   ウ 西札幌背斜に関連する断層（西札幌断層） 
※以下第２掲載の図及び表は札幌市防災会議の資料から抜粋 

 マグニチュード 最大震度 震度６強以上発生面積（㎢）［札幌市内］ 

野幌丘陵断層帯 ７．５ ７ １０５ 

月寒断層 ７．２ ７ ７６ 

西札幌断層 ６．７ ７ ９２ 

 

  （図３）

 

 

 

 

 

 

  



 

5 

 

（図５：本庁舎周辺の震度分布図） 

 
 

※ ３つの断層による地震の震度を重ね合わせ、最大震度を表した分布図 
    ＜主な施設の震度＞ 

施  設  名 震  度 
北海道庁本庁舎 ６強 
〃    別館 ６強 

北海道警察本部 ６強 
北海道議会 ６強 

札幌建設管理部 ６弱 
道民活動センタービル（かでる２・７） ６強 

 

 

 

 

  

北海道庁 
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(2) 札幌市直下型地震の被害想定 

 

  建物被害 

 野幌丘陵断層帯 月寒断層 西札幌断層 

全壊棟数 半壊等数 全壊棟数 半壊等数 全壊棟数 半壊等数 

夏 １２時 ２，７４３ ２０，８７６ ７，７９９ ３２，２６４ ２，８０５ ２０，５７１ 

冬 ５時 ５，３６５ ２６，２２０ １４，７３７ ４１，６０２ ５，３７３ ２５，７１０ 

１８時 ５，５３０ ２６，２２０ １５，２６５ ４１，６０２ ５，５９４ ２５，７１０ 

 

 人的被害 

 野幌丘陵断層帯 月寒断層（最大） 西札幌断層 

死者 重傷者 負傷者 死者 重傷者 負傷者 死者 重傷者 負傷者 

夏 １２時 １１０ ９３８ １，７６０ ３６３ ２，１５６ ４，０５５ １１８ ９６７ １，８１８ 

冬 ５時 ３１６ １，６１７ ２，８７２ ９３６ ３，５８２ ６，３７９ ３２１ １，６４４ ２，９２１ 

１８時 ２７０ １，３５７ ２，５１１ ８１７ ３，００６ ５，６２６ ２８０ １，３８６ ２，５６９ 

 

ライフライン被害（月寒断層による地震の場合） 

・上水道（世帯数） 

 直後 １日後 １週間 １ヶ月後 

夏 ３７２，７４６ ２１１，２３０ １４３，３１６ ０ 

冬 ３７２，７４６ ２１１，２３０ １６２，２４５ ０ 

 

・電力（戸数） 

 直後 １日後 １週間 

夏 ８７５，２３６ ４５，６５５ ０ 

冬 ８７５，２３６ ８３，６８７ ０ 

 

・都市ガス（戸数） 

 直後 １日後 １週間 

夏 ２７８，０８５ ２６３，４４９ １７５，６３３ 

冬 ４０２，６４１ ３９２，３１７ ３３０，３７２ 
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２ 洪水 
  本計画で想定する洪水は、札幌市の洪水ハザードマップにより、本庁舎及び別館庁舎
周辺は０．５ｍ未満の浸水深とする。 

 
 （図６:本庁舎周辺の洪水ハザードマップ） 

    

 

３ 大規模停電 
 本計画で想定する大規模停電の期間は１週間程度とする。 
  ※「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」（令和５年５月 内

閣府（防災担当））」６１ページ 
   停電の長期化に備え、停電の長期化に備え、１週間程度は災害対応に支障がでない

よう準備することが望ましい。その際、軽油、重油等の燃料の備蓄量等は、消防法、
建築基準法等により制限される場合もあるため、あらかじめ燃料販売事者等との優
先供給に関する協定の締結等も検討する。 
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第３ 非常時優先業務の選定 

 

１ 業務影響分析の評価 
  通常業務のうち真に継続が必要な重要業務を抽出するため、発災後、業務停止による
「社会に与える影響の重大性」、「どの時点までにどのような対応が必要とされるか」
等について業務影響分析を行い、継続すべき優先業務を抽出した。 

  具体的には、各業務について、業務の中断や業務開始の遅延が「道民の生命、身体、
財産の保護」、「業務継続のための環境を維持」、「社会経済活動機能の維持」等に及ぼ
す影響度を、発災時からの経過時間（１時間、１日、３日、１週間、及び１箇月の各時
点を基準とする。）に応じて、当該業務が目標レベルに到達していなかった場合に、道
民生活、経済活動等社会にどのような影響を与えるおそれがあるかについて、次の基準
で評価を行った。 

 

評  価 影響の 

重大性 

基準時点において目標レベルに到達していないことに 

よる影響の内容 

レベルⅤ 甚 大 甚大な社会的影響が生じ、大規模な社会的批判が発生し、

大部分の人は、その行政対応は許容可能な範囲外である

と考える。 

レベルⅣ 大   相当の社会的影響が生じ、社会的批判が発生するが、過

半の人は、その行政対応は許容可能な範囲外であると考

える。 

レベルⅢ 中 社会的影響が生じ、社会的批判が一部発生するが、過半

の人は、その行政対応は許容可能な範囲内であると考え

る 

レベルⅡ 小 若干の社会的影響が生じるが、大部分の人は、その行政

対応は許容可能な範囲内であると考える。 

レベルⅠ 軽 微 社会的影響はわずかであり、ほとんどの人は全く影響

を意識しないか、意識しても、その行政対応は許容可能

な範囲内であると考える。 

 

２ 非常時優先業務の選定 
  非常時優先業務の選定に当たっては、業務継続の基本方針に基づき、道のすべての業
務を洗い出し、原則として、１箇月以内に評価レベルが「レベルⅢ」以上の影響が生じ
ると考えられる業務を非常時優先業務として選定した。 

  また、テレワークによる勤務体制が実施されていることを踏まえ、テレワークで実施で
きる業務、実施できない業務を精査しておく必要がある。ただし、インターネット回線や
電力等の利用に長期的かつ広域に支障が生じる場合は、テレワークを利用した執務体制
は極めて困難となることや、庁内ネットワーク等の情報システムとの接続ができなくな
る場合もあることに留意する必要がある。 
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３ 非常時優先業務の目標着手時期 

  選定した非常時優先業務については、業務の必要性、緊急性等の観点から、発災後直

ちに着手すべき業務、３日以内に着手すべき業務、１週間以内に着手すべき業務に区分

し、それぞれの目標着手時期を設定した。 

 （＊ 各部局等の設定イメージは別表１、危機管理班の時系列活動表は別表２に示す。） 

＊ 着手時間と目標復旧時間ごとの主な業務 

 目標復旧時間 

おおむね３日以内 おおむね１週間以内 おおむね１ヶ月以内 

着 

手 

時 

間 

直ちに～ 

24時間以内 

〔道民の生命、身体、財産

の保護に必要な業務〕 

  

１日～ 

３日以内 

 〔業務継続のための

環境を維持する業務〕 

 

３日～ 

１週間以内 

  〔社会経済活動機能

の維持に必要な業務〕 

想定される事象 ○甚大な人的・物的   

被害が発生 

○道庁の被災により、

職員・資源・情報に

制約が発生 

○避難所生活者等か 

ら様々なニーズが 

増加 

○社会機能の復旧に 

関する要望が増加 

 

４ 非常時優先業務以外の通常業務 
  発災時、道は道民の生命や生活を守るための災害応急対策業務を優先して行うことと
なるが、通常業務の中でも道民生活に密接に関わる業務や道庁の機能維持業務など継続
の必要性の高い通常業務を継続して実施しなければならない。 

  このため、各部局等は、限られた人的・物的資源を非常時優先業務に投入し、業務を
継続できるよう、「評価レベルⅡ」以下の非常時優先業務以外の通常業務を一時的に休止・
縮小するものとした（別表３参照）。 

 
５ 各部局等の取組み 
  各部局等においては、本計画の業務継続の基本方針に基づき、非常時優先業務を選定
し、業務を遂行するうえでの課題と対策について整理するものとする。 

  （＊ 本計画に示す考え方により各部局等が設定した着手目標時期別の非常時優先業務
は、【資料】に掲載のとおりである。） 
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別表１ 各部局等の設定イメージ  

 

 

                              

 

 

 

目標 

 

 

時間 

 

 

 

 

 

0分 30分 1時間 1日目     3日目        1週間       1ヶ月 

初動対応

業務 

 

体制確保

業務 

 

機能維持 

早期復旧 

業務又は 

通常業務 

( 優 先 度

が高い業

務) 

 

通常業務 

( 優 先 度

が低い業

務) 

 

レベルⅤ レベルⅣ レベルⅢ レベルⅡ・Ⅰ 

社会に与える 

影響が大きい 

社会に与える 

影響が小さい

非常時優先業務 

業務の着手時間と活動イメージ 

危機管理班：情報収集、災害対策業務等 

〔道民の生命、身体、財産の保護に必要な業務等〕 

各 班：非常招集、職員の安否確認、災害対応業務等 

総政班：災害広報、外国人支援等 

保福班：医療対策、福祉対策、災害救助法、救援     

物資調達、被災者の生活救護等 

建設班：インフラ（道路・河川等）の維持・応急      

復旧、被災建築物応急危険度判定等 

〔業務継続のための環境を維持する業務等〕 

各 班：非常時優先業務体制の確保等 

  総務班：庁舎施設維持、災害関係予算、 

   通信・情報システム確保等 

〔社会経済活動機能の維持に必要な業務等〕 

各 班：道民の経済活動に直結する許認可 

補助金に関する業務等          

総務班：災害時の道税対策等諸施策 

  総政班：被災市町村財政支援対策等諸施策 

環生班：廃棄物処理対策等諸施策 

保福班：福祉サービス災害応急諸施策 

  経済班：商工業・労働者被害対策等諸施策 

農政班：農業被害対策等諸施策 

水林班：水産・林業被害対策等諸施策 

  建設班：公共土木施設の復旧対策等諸施策 

〔休止・縮小する業務〕 

各 部：庶務関係事務、 

   緊急性のない業務 
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別表２ 危機管理班の時系列活動表 

 

非常時優先業務 

目標 道民の生命、生活及び財産の保護 危機管理班 〔職員数約６０名〕 

参集が可能な職員数 １Ｈ以内：約４名 

業務対応する職員  宿直員２名＋４名 

業務名 災害対策本部の設置、運営 

担当部局 危機管理班（危機対策局） 

業務内容 大規模な災害が発生したときは、災害対策活動の推進を図るため、災害対策本部を設置し、

災害情報の収集及び伝達、関係機関との情報連絡等により応急対策を実施 

目標レベル 災害対策本部の設置、関係職員の招集、市町村・関係機関との情報連絡等により応急対策を

開始する 

業務の着手時間と活動イメージ 

区分 0 分  30 分  1 時間   ～1 日目   ～3 日目    ～1 週間     ～1 箇月 

参集想定人数 ２名   約６名   約１９名   約２８名     約５４名 

初動対応 【地震（津波）発生】 

◎防災情報システム自動配信 

対策本部 

【危機管理班】 

◎災害対策本部の設置（自動） 

  ◎各班等に第 3 非常配備体制を指示 

   ◎防災ヘリ等による被害状況収集指示 

        ◎本部員会議開催 

◎国（消防庁）への第 1 報 

      ◎自衛隊への災害派遣要請（振興局） 

          ◎広域応援要請 

          ◎災害対策本部指揮室の招集 

情 報 収 集

【危機管理班・

関係各班】 

〔情報収集・整理〕 

   ◎市町村の被害情報収集指示 

   ◎関係機関、ライフラインの被害情報収集 

   ◎住民避難の勧告・指示の状況確認 

          ◎「対策・被害状況」の作成 

             ○災害広報（総合政策班） 

応 急 対 策

【関係各班】 

◎応急対策活動の把握と指示 

         ○救助、救急、医療救護体制の指示 

         ○ライフライン等の応急対策を指示 

                      ○災害救助法の適用（危機管理班） 

           ○被災者のニーズ把握の指示 

            ○災害ボランティア等の受入体制の指示 

            ○救援物資の調達の指示 

                        ○義援金、義援物資への対応判断 

            ○被災者支援業務 

                            ○産業支援業務 

活動態勢 

【関係各班】 

●職員 

 ○非常招集、参集状況、安否確認 

●庁舎 

 ○庁舎の応急危険度判定、施設機能の確保、通信・情報システムの確保（総務班） 

●業務 

 ○所掌事務の被害状況等の把握、報告 

 

時 系 列 活 動 表 
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別表３ 通常業務の仕分け 

 

 

 

【 業務継続の優先度の高い業務（主なもの） 】 

道民の生命、身体、財

産の保護に必要な業

務 

・危機管理、災害対応 

・インフラ（道路、河川、港湾、空港等）の維持 

・医療、福祉等のサービスの確保 

・道民生活に直結する各種手当、給付金、貸付金等の支給 

・報道対応 

・市町村が行う継続業務の支援（災害対応等） 

・その他、道民の生命、身体、財産の保護に必要不可欠な業務 

業務継続のための環

境を維持する業務 

・情報通信基盤の管理運営 

・財務会計システムの運用管理 

・職場の安全衛生業務 

・その他、業務継続のための環境を維持する業務事務 

社会経済活動機能の

維持に必要な業務 

・水道その他飲料水供給施設に関する業務 

・雇用対策及び労働相談 

・農作物の災害対策 

・被災者に係る住宅対策に関する業務 

・道民の経済活動に直結する許認可、補助金等に関する業務 

・その他、道民の社会経済活動機能の維持に必要不可欠な業務 

 

 

【 主 な 休 止 ・ 縮 小 業 務 】 

各部局共通 ・庶務関係事務 

・福利厚生（職員の感染症対策を除く） 

・職員研修 

・統計調査、調査研究、白書等作成等 

・緊急性のない団体等の検査、報告聴取 

・多くの人が集まる集会・イベント等 

 

 

優先度から見た通常業務の仕分け 
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第４ 業務執行体制の確保 

 

 発災時においても業務継続を的確に行うためには、必要な人員の確保、適切な配置など
業務執行体制の確保を図るものとする。 
 
１ 職員の動員配備 
  発災時の適切な職員配置を行うため、地域防災計画における次の配置基準等に基づき、
各部局等は配備計画を定めている。 

 

体  制 配 備 基 準 配 備 人 員 

第１非常配備 

（連絡本部の 

設置前） 

１ 道内に震度４の地震が発生したとき 

２ 本道沿岸に「津波注意報」が発表されたとき 

３ 気象業務法に基づく気象、地象、地動及び水象に関

する警報又は情 報等を受けたとき 

４ 噴火警報（火口周辺）又は火口 周辺警報が発表さ

れ、火口周辺に影響を及ぼす噴火が発生し、又は 発

生すると予想されるとき（噴火 警戒レベル２相当） 

５ 局地的、小規模な事故等で被害が軽微なとき 

配備計画の第１非常配備

人員とし、災害の状況等

により必要と認める人員 

第２非常配備 

（連絡本部の 

設置後） 

（地震及び津波災害） 

１ 道内に震度５弱又は５強の地震が発生したとき 

２ 本道沿岸に「津波警報」が発表されたとき 

３ 道内に局地的な地震・津波災害が発生し、災害応急

対策が必要と認められるとき 

４ 連絡本部長が指示したとき 

（風水害） 

５ 大型台風の接近等で被害の発生が予想されるとき 

６ 住家の床上浸水又は全半壊等の被害若しくは人的

被害が発生し、さらに被害の拡大が予想されるとき 

７ 避難勧告、孤立集落の発生等により応急対策が必要

なとき 

８ 交通機関の障害又は生活基盤の被害が発生し、応急

対策が必要なとき 

（雪害） 

９ 住家の全半壊等の被害又は人的被害が発生し、さら

に被害の拡大が予想されるとき 

10 孤立集落、避難者の発生等により応急対策が必要な

とき 

11 交通機関の障害又は生活基盤の被害が発生し、応急

対策が必要なとき 

（火山） 

12 噴火警報（火口周辺）又は火口周辺警報が発表され、

居住地域の近くまで重大な影響を及ぼす程度の噴火

が発生し、又は発生すると予想されるとき。（噴火警

戒レベル３相当） 

（海上災害） 

13 大量の油等が流出し、漁業や環境に被害が発生した

とき、又は発生が予想されるとき 

14 人命の救助救出及び被害者対策等を必要とすると

配備計画の第２非常配備

人員とし、災害の状況等

により必要と認める人員 
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き 

15 事故により生活物資輸送等に影響が生じ、対策が必

要なとき 

（航空災害） 

16 離着陸事故等で人的被害が発生したとき 

17 小型飛行機等の墜落事故で対策が必要なとき 

（鉄道災害） 

18 人命の救助救出及び被害者対策等を必要とすると

き 

19 事故により生活物資輸送等に影響が生じ、対策が必

要なとき 

（道路災害） 

20 人命の救助救出及び被害者対策等を必要とすると

き 

21 事故により生活物資輸送等に影響が生じ対策が必

要なとき 

（危険物災害） 

22 家屋・施設や人的被害が発生し、 

 さらに被害の拡大が予想されるとき 

（大規模火災） 

23 家屋・施設や人的被害が発生し、 

 さらに被害の拡大が予想されるとき 

（林野火災） 

24 消火活動の難航が予想されるとき 

25 家屋・施設や人的被害が発生し、さらに被害の拡大

が予想されるとき 

（大規模停電災害） 

26 人命の救助・救出案件が発生し、交通、通信網など

への影響拡大が予想されるとき。 

 

第３非常配備 

（災害対策本 

部の設置後） 

（地震及び津波災害） 

１ 道内に震度６弱以上の地震が発生したとき 

２ 本道沿岸に、「大津波警報（特別警報）」が発表され

たとき 

３ 道内に大規模な地震・津波災害が発生し、広域的な

災害応急対策が必要と認められるとき 

４ 本部長が指示したとき 

（風水害） 

５ 特別警報（大雨・暴風・高潮・波浪）が発表された

とき 

６ 多くの住家又は人的被害が発生し、被害の拡大が予

想されるとき 

７ 多くの地域で避難勧告、孤立集落等が発生し、応急

対策が必要なとき 

８ 多くの交通機関の障害又は生活基盤の被害が発生

し、応急対策が必要なとき 

（雪害） 

９ 特別警報（暴風雪・大雪）が発表されたとき 

10 多くの住家又は人的被害が発生し、被害の拡大が予

配備計画の第３非常配備

人員とし、災害の状況等

により必要と認める人員 
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想されるとき 

11 多くの地域で孤立集落、避難者等が発生し、応急対

策が必要なとき 

12 多くの交通機関の障害又は生活基盤の被害が発生

し、応急対策が必要なとき 

（火山） 

13 噴火警報（居住地域）又は噴火警報が発表され、居

住地域に重大な被害を及ぼす噴火が発生し、又は発生

すると予想されるとき。（噴火警戒レベル４相当以上） 

（海上災害） 

14 大量の油等が流出し、漁業や環境に大規模な被害が

発生したとき、又は発生が予想されるとき 

15 人命の救助救出活動の難航が予想されるとき 

16 多くの死傷者が発生したとき 

（航空災害） 

17 人命の救助救出活動の難航が予想されるとき 

18 航空機が消息を絶ったとき 

（鉄道災害） 

19 被害が大規模なとき 

20 人命の救助救出活動の難航が予想されるとき 

（道路災害） 

21 被害が大規模なとき 

22 人命の救助救出活動の難航が予想されるとき 

（危険物等災害） 

23 被害が大規模なとき 

24 人命の救助救出活動の難航が予想されるとき 

（大規模火災） 

25 被害が大規模なとき 

26 人命の救助救出活動の難航が予想されるとき 

（林野火災） 

27 火災が複数の市町村にわたり消火活動の難航が予

想されるとき 

28 人命の救助救出活動の難航が予想されるとき 

（冷（湿）害） 

29 各地で冷（湿）害被害が発生したとき 

（大規模停電災害） 

30 人命の救助救出案件が多数発生し、被害や停電の影

響が拡大し、長期化が予想されるとき。 

 

※ 上記体制のほか、勤務時間外においては、危機対策局で宿日直者２名の体制を取っている。 
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２ 参集可能人員 
  勤務時間外の大規模地震発生時には、職員自身やその家族の被災、交通の途絶等が予
想され、平常時のようなスムーズな参集は見込めないことから、次のとおり参集可能人
員を想定する。 

 ※参集率の想定は平成２１年７月１４日に実施した非常招集訓練実施結果等を参考に行
った。 

 

○ 職員の参集想定 
  ＜発災：夏＞ 

発災後 ～１時間 ～３時間 ～１日 ～３日 ～７日 

参集職員数(人) ４４５ １，１７４ １，９４３ ３，０７６ ４，１９７ 

職員参集率(％) １１％ ２９％ ４８％ ７６％ ９８％ 

 

＜発災：冬＞ 

発災後 ～１時間 ～３時間 ～１日 ～３日 ～７日 

参集職員数(人) ３２３ ８０９ １，３７５ ２、０２３ ４，１１１ 

職員参集率(％) ８％ ２０％ ３４％ ５０％ ９６％ 

※ 参集職員数は令和７年４月 1日現在の職員数を基に各部局ごとに参集可能人員を想定したものの累

計である。                 
 
【参考】 
■ 参集想定の対象職員及び参集不能率について 
  発災から３日目までは徒歩・自転車での移動が可能な札幌市内（直線距離約１５キ
ロ圏内）に居住する職員を対象とし、４日目からは全ての職員を対象とする。 

  なお、約２％の職員は本人又は家族の死傷等により長期間参集できないと想定する。 
■ 発災から４日目からの参集率の想定 

職員の参集率は、阪神・淡路大震災発生時の兵庫県及び兵庫県内市町村における参集
率を参考とする。 
兵庫県、神戸市、伊丹市、西宮市、芦屋市、宝塚市の地震発生当日の参集率の平均は

約４８％であり、発災から４日目までの平均は約７６％である。 
また、芦屋市職員に対するアンケートによれば、回答した職員の１９．６％が家屋等

の財産被害に遭い、５．５％が参集途上に被災現場で救助活動等を行ったという（出
典：（財）消防科学総合センター『地域防災データ総覧 阪神・淡路大震災基礎データ
編』）。 
上記を踏まえ、発災当日の参集率を４８％、発災から４日目までの参集率を７６％と

する。 
■ 徒歩及び自転車による参集の想定［対象：札幌市内（直線距離約１５㎞）居住］ 

   平成２１年７月１４日に実施した「非常招集訓練実施結果（対象：直線距離約６㎞
以内に居住する管理職員）」によれば、２７．７％の職員が１時間以内で参集している
ことから、１時間以内の参集率を１１％（２７．７％×６㎞÷１５㎞）、直線距離６㎞
以内に居住する職員は約２時間で全員参集を完了していることから、３時間（距離：
約９㎞）までに２９％の職員が参集する想定とする（４８％×９㎞÷１５㎞） 

■ 冬の参集率５割、参集不能率４％の想定 
札幌市防災会議が公表した「第３次地震被害想定について」における、「冬の場合は

夏に比べて徒歩で帰宅できる距離が短くなる（夏の７割）」から、冬の４日目までの参
集率を５割（７６％×７割）、「冬の死・重傷者は１０，６４５人で夏の４，９１２人の
約２倍」であることから参集不能率を４％（夏２％×２）と想定する。 

 
 
 



 

17 

３ 安否確認 
  非常時優先業務を迅速かつ的確に執行するためには、業務に従事できる人員の確保が
必要である。 

  各部局等においては、職員の自宅の固定電話、携帯電話、携帯メール等複数の連絡方
法を把握し、緊急時の連絡体制を整備するなど安否確認の手順を定めておくものとする。 

  なお、災害等発生時において、各所属で把握した安否情報は、代表課等を通じて人事
課に報告するものとする。 

    また、職員が家族の安否を確認し安心して職務に専念できるよう、普段から家族内で
メールや災害用伝言ダイヤル等を用いた連絡方法について確認しておくよう周知を図る
ものとする。 

 
４ 職員の応援体制 
    非常時優先業務の実施にあたっては、各所属に参集する職員で対応することを原則と
するが、業務量や職員の参集状況などにより対応が困難となる場合は、部局内他所属か
らの応援体制について代表課等において調整するものとする。 

    また、部局内で職員を確保できない場合は、業務内容や必要人員の申出により、他部
局からの応援体制について人事課において調整するものとする。 

 
５ 職務権限の代行  
    災害時において非常時優先業務を適切に実施するためには、決裁権者が被災などによ
り参集できない場合に備え、職務の代行者を予め定めておく必要がある。 

  各所属においては、代決者及びその順序について、北海道事務決裁規程や各課等処務
細則を確認しておくほか、必要に応じて、臨時代行を定めておくものとする。 

 
６ 職員の健康管理 
  災害対応は長期にわたることも想定されることから、非常時優先業務が長期間に及ぶ
場合などに備え、各所属においては、休憩時間の確保や交代制等の勤務体制を整えるな
ど職員の健康管理に配慮するものとする。 
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第５ 業務執行環境の整備    

 

１ 本庁舎等に及ぼす影響 
  本庁舎は、平成２８年１月に耐震改修工事が完了し、震度７の地震が発生した場合で
も、免震装置の一部損傷はあるものの、建物は倒壊しない耐震性 を確保している。 

  別館庁舎の耐震判定係数は、１．１３となっていることから、庁舎の使用が困難にな
ることも想定され、発災時の初動体制に支障を来すおそれがある。 

  また、周辺地域の洪水による浸水深は０．５ｍ未満であるが、本庁舎及び別館は、土
のう設置等により浸水を防ぐこととする。 

 

 

（参考） 

       耐震安全性の分類上、求められている耐震判定係数の目標値は、 

      １．５０以上である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本庁舎等の点検 
  庁舎管理者は、大規模な地震が発生した場合は庁舎の被災状況の確認と使用の可否を
判断し、庁舎等への立入りの可否が分かるような標示を行い、庁舎の被災状況及び庁舎
利用上の注意点について職員に伝達する。 

  また、必要に応じて、被災建築物応急危険度判定を行うものとする。 
 
３ 本庁舎等の機能確保 
 (1) 執務室の機能確保 
   防火・防災担当責任者は、執務室の被災状況の確認と使用の可否を判断し、主管課

を通じて庁舎管理者に報告する。 
   また、執務室の被害を軽減するため、あらかじめ、ガラスの飛散防止措置やオフィ

ス家具等の転倒防止措置の実施など、執務環境の向上確保に努めるものとする。 
 (2) 電源の確保 
   電力の供給が途絶えた場合、本庁舎においては、連続９０時間運転可能な燃料を確

保している非常用発電機（１，２００ＫＷ）により、全ての照明、コンセント設備に
電力を供給する。ただし、空調設備においては、使用状況により制限が必要となる。
また、非常用発電機の燃料については、  ９０時間分を確保しているが、これを超
える長期間の停電の場合には、災害時における石油類燃料の供給等に関する協定を活
用するなどして、燃料を確保する。 

   別館庁舎においては、連続９時間運転可能な燃料を確保している非常発電機（５０
０ＫＷ）により、建築基準法、消防法に基づく電源のほか、必要最小限の範囲に電力
を供給する。 

 (3) 水の確保 
   本庁舎の給水設備は地下水を使用しているため電力の供給下で使用可能であり、別

館庁舎の飲料水は公共水道を使用しているため高架水槽（容量：２３㎥）の残留水を
使用することが可能なほか、雑用水は地下水を使用しているため電力の供給下で使用
可能である。 

  

・本庁舎  ：昭和４３年建築、平成２８年１月耐震改修 

        耐震判定係数１．５０相当（※） 

       （※）相当とは、国（国土交通省）の基準により、免震

構造の建築物が保有する耐震性能は、 

Ⅰ類（１．５０）相当としている。 

 ・別館庁舎：昭和５３年建築、耐震判定係数１．１３ 
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(4) 通信手段の確保 
   北海道総合行政情報ネットワークや災害時優先電話等を活用し、被災情報の収集・

連絡、災害応急対策の調整等を行う。 
   ア 北海道総合行政情報ネットワーク 
    国機関（省庁）や総合振興局及び振興局（以下「振興局」という。）、市町村とは、

地上系及び衛星系の２ルートにより、電話(ファクシミリ) 回線を整備しており、
一般電話回線が不通となる事態においても、これらの機関との通信を確保している。 

     また、庁舎が停電した場合も、発電機による通信機能を確保する。 
   イ 一般電話回線（ＮＴＴ回線等）の利用 
  （ア) 省庁や振興局、市町村以外の防災関係機関とは一般電話回線が利用可能な場合

に、災害時優先電話により通信を確保する。 
  （イ) 携帯電話回線が利用可能な場合には、災害時優先電話により防災関係機関等と

の通信を確保する。 
    ウ 衛星携帯電話の利用  
     振興局に、衛星携帯電話が配備されており、一般電話回線が不通となる事態に

おいても、通信を確保している。 
  (5) 情報システムの維持 
       情報システム管理者は、情報システムに障害が発生した場合、情報システムの被 

害状況等を把握し、速やかに運用委託事業者等に連絡してシステムの復旧に努める。 
    特に、非常時優先業務を遂行するために不可欠な情報システム（以下「重要シス 

テム」という。）については、ＩＣＴ部門の業務継続計画に基づき策定している復旧 
行動計画及び代替行動計画に従って適切な対応を行う。 

      また、情報システムのサーバが破損する事態に備え、データ及びシステムをバッ
クアップするなどの対策や、サーバなど機器類を固定するなどの転倒、移動等の防
止措置を講じるものとする。 

    特に、重要システムを構成するサーバなどの機器類はデータセンターにて管理を
行う。 

(6) 食料の確保 
    発災時には、備蓄計画により本部要員用として３，３１１食を備蓄しているが、

不足する場合は「災害時における物資の供給に関する協定」を締結している流通業 
者から供給を受けるなど、食料の確保に努めるものとする。 

   (7) 暖房の確保 
     本庁舎及び別館庁舎の暖房設備は、㈱北海道熱供給公社から暖房用の蒸気の供給

を受けており、配管設備に損傷がない場合、電力の供給下で使用可能である。なお、
使用不可能な場合については、リース会社から暖房用機器の提供が受けられる体制
の整備を図る。 

 
４ 本庁舎等の代替施設 
  本庁舎は、耐震改修済みであるが、万一使用できない場合の代替施設は、札幌市内及

び周辺地域に所在する道有施設のうち、使用可能な施設を活用するものとする。 
  例としては、別館西棟、空知総合振興局札幌建設管理部、札幌高等技術専門学院、札

幌道税事務所自動車税部、消防学校、江別保健所、千歳保健所、空知総合振興局などを
想定する。 

 
  (1) 災害対策本部等の執務室 
    災害対策本部等の運営の拠点となる代替施設は、知事や副知事等の災害対策本部 

員が発災後速やかに参集できる場所が望ましいことや、人員と機器を配置し初動体 
制を確立するためにも、本庁舎周辺に最低限運営できる災害対策本部等のスペース 
確保に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

災害対策本部 〔本部長以下約３０名、執務室面積２００㎡〕 

災害対策本部長（知事）、副本部長（副知事）本部員（警察本部長、教育長、公営企業

管理者、各部長、危機管理監等）が災害対策の基本的な事項を協議するため設置 
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(2) 各部局等の執務室 
    各部局等において、非常時優先業務を執行するための必要面積を算出し、スペー

スの確保に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

(3) 事務機器等 
    代替施設で非常時優先業務を執行するためには、次のような事務機器等が必要で

あり、各部局等が確保に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

危機管理班 〔危機管理班約６０名、執務室面積４００㎡〕 

発災時に災害対策本部の設営や情報の収集・提供等の初動体制を確保し、自衛隊の災害

派遣要請等の災害応急対策の推進及び調整業務を実施 

災害対策本部指揮室 〔連絡部員約１５０名、執務室面積４５０㎡〕 

副知事、危機管理監、本部連絡員（関係各課）、防災会議関係機関が、発災時の災害応

急対策を的確かつ迅速に実施するために緊密な連絡を図ることを目的に設置 

各部局の執務室 〔職員数は第４の職員の参集率を参考に算出〕 

各部局等において、災害応急対策業務を中心に、非常時優先業務を最優先に実施 

事務機器 ＰＣ（行政情報ネットワーク）、コピー機など 

通信機器 公用スマホ、固定電話、ＦＡＸなど 

通信回線 電話回線、ネットワーク回線など 

そ の 他 事務消耗品など 
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第６ 計画の継続的な改善 

 

１ 研修・訓練等 
  非常時優先業務を円滑に執行し、業務継続計画を実効あるものとするため、各部局等
は、平素から、発災時に速やかに実施すべき業務と一時的に休止すべき業務を認識して
おくとともに、業務執行体制等の確保について確認しておくものとする。 

  また、職員全員が非常時優先業務の重要性を共通して認識し、災害時に職員自らが取
るべき行動について把握するなど、平常時の業務の中にも定着させていくものとする。 

  そのため、各部局等においては、非常時優先業務の初動対応マニュアル等作成、非常
時優先業務の初動対応訓練、非常招集訓練、安否確認訓練等の実施により、職員個々の
災害対応力を向上させるとともに、本計画の周知・徹底を図るものとする。 
なお、本計画の対象機関において、実施する訓練等は別表４のとおり。 

 
２ 継続的な改善 
  本計画のより適切な運用等を図るため、組織機構の改正、業務内容の変更、施設設備
の変更があった場合に必要な改定を行うほか、１で示す訓練等の実施、検証を通じて、
新たな課題等の洗い出しや非常時優先業務の見直しなど、課題等の解消に向け、必要な
改善を加えるとともに、内容の充実化を図り、継続的に災害対応力の向上を目指すもの
とする。 

 

 ＜本計画の継続的改善のイメージ：ＰＤＣＡサイクル＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＬＡＮ 

計画の策定 

ＣＨＥＣＫ 

点検・検証 

ＡＣＴＩＯＮ 

計画の見直し 
ＤＯ 

訓練等の実施 
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・別表４ 実施する訓練等 

種類 内容 対象（担当課） 頻度（時期） 

研

修 

新採用職員研修 職員として基本となる危機管理や災害対応

について学ぶ。 

新規採用職員 

（総務部人事課） 

対象者は１回受講 

新任課長補佐級研修 管理職として、不測の事態発生時の危機対応

について、必要な知識やスキルを習得する。 

新任課長補佐級職員 

（総務部人事課） 

対象者は１回受講 

訓

練 

本庁舎等消防総合訓練 避難訓練（職員）を実施。 全職員 

（総務部総務課） 

年１回 

赤れんが庁舎消防総合訓練 避難訓練（職員）を実施。 赤れんが庁舎勤務職員 

（総務部総務課） 

年１回 

北海道災害対策本部指揮室

設置運営訓練 

北海道災害対策本部指揮室の迅速な立ち上

げや危機管理センター内の機械･設備の作動

確認を通じて、指揮室要員の災害対策業務の

習熟等を図る。 

関係職員 

（総務部危機対策課） 

年１回以上 

（人事異動後適時） 

北海道防災総合訓練 北海道地域防災計画「防災訓練計画」の規定

に基づき、北海道、防災関係機関、関係市町

村が共同で、大規模な災害を想定した訓練を

実施することにより、同計画に定める「災害

応急対策計画」の実効性を検証し、北海道の

災害対応力の強化を図る。 

関係職員 

（総務部危機対策課） 

年１回 

災害通信連絡訓練（地震・津

波）・Ｌアラート全国総合訓

練 

災害が発生時における避難指示、避難勧告の

発令及び避難所の情報等を迅速かつ正確に

発信できるよう、関係機関と協力を図り、訓

練参加者の情報伝達に関する認識の向上を

図る。 

関係職員 

（総務部危機対策課） 

年１回 

非常通信訓練 平常時使用している通信手段が使用できな

い状況下における大規模災害等を踏まえた

非常通信ルートの検証を行うと同時に、関係

機関との連携を図り、訓練参加者の非常通信

に関する認識の向上を図る。 

関係職員 

（総務部危機対策課） 

年２回 

点

検 

非常用発電機の点検 非常用発電機を立ち上げ、起動や電力供給の

状態を確認。 

（総務部総務課） 月１回（外観点検、

起動試験） 

年１回（停電点検に

より、通信設備等へ

電力供給） 

防災情報システム保守 

 

 

 

常時稼働させるため、稼働状況の確認や機器

点検等を実施。また、障害時の対応等につい

ても記載。 

（総務部危機対策課） 月１回（稼働状況・

機器点検等）、適時 

道庁行政情報ネットワーク・

行政情報コミュニケーショ

ンシステム保守運用 

システムの安定稼働を確保するため、機器点

検やネットワークの監視等を実施。 

（総務部情報政策課） 年１回（本庁・総合

振興局・振興局設置

の幹線機器） 

総合行政情報ネットワーク

設備の点検保守 

通信設備、電源設備及び無線局舎等につい

て、設備の状態確認及び総合的な性能・機能

確認等の点検を実施。 

（総務部情報政策課） 毎日（日常） 

月１回（定期） 

年２回（精密） 

 



【資料】

【総務部】

危機対策 ・応急対策活動の把握と指示 危機対策

危機対策・
原子力安全
対策

〃

・原子力安全対策に関する事務
原子力安全
対策

情報政策

危機対策 ○ 情報政策

総務 ○ 〃

・道有財産の被害調査及び応急対策 財産活用 ○ 〃

職員厚生

・私立学校の被害調査及び復旧対策 学事
情報政策

職員事務・
人事・文
書・職員厚
生・北方領
土対策本部

行政マネジ
メント推
進・法人団
体 人事

危機対策
北方領土対
策本部

〃 ○ 財産活用

〃
〃

財政 総務

〃 法人団体課

〃
人事・職員
事務

人事・職員
事務

職員事務

〃

文書

〃

〃

〃

〃
〃

職員厚生

職員厚生
学事

北方領土対
策本部

部の想定参集
人数

（冬の場合）

4

58

247

362

・災害関係予算に関すること

・災害時における総務班の対策業務に
ついての協力

・臨時電話等の設置

１時間

１日目

・自衛隊、国等に災害派遣・応援要請

・班内非常配備体制及び連絡調整

・職員公宅の被害調査及び復旧対策に
関すること

・災害時における総務班の対策業務に
ついての協力

・公印に関すること（押印事務）

３日目

・法律上道の義務に属する損害賠償の総合

・職員の健康管理

・恩給関係業務

・私立高等学校の定員調整及び入試関係事

・部内の総合調整

・札幌医科大学の運営の推進管理

・職員の給与の支給関係業務

・職員の給与関係業務（他課に属するもの
を除く）

・職員手当の認定業務

・文書の収受、発送業務

・庁内の情報システムの助言・指導・調
整、大型汎用機システムの運用管理

・情報セキュリティ対策

・法規の立案（他課に属するものを除く）

・条例等の公布、北海道公報の編集及び官
報報告

・災害応急対策及び災害復旧に関する
資金計画

・災害に関する道議会に関すること

・不服申立て及び訴訟の総合調整

・条例、規則その他の法規文書の審査及び
法令の解釈

・北方領土隣接地域の振興及び住民の生活
の安定に関する業務（他課に属するものを
除く）

着手
目標時期 応急業務（災害対策本部の業務） 通常業務（業務継続の優先度の高い業務）

・災害協定に基づく応援要請

・被災者ニーズの把握

・救援物資の調達

・ボランティア等の受入体制の指示

・職員の服務等人事管理業務

・北方領土問題等に係る関係官公庁及び諸
団体との連絡調整業務

・災害・事故等による施設の保全指導の実
施に関する業務

テレ
ワーク 所管課

・道の情報通信基盤の管理運営に関する業
務（道庁行政情報ネットワーク（庁内ＬＡ
Ｎ・インターネット、テレワークシステ
ム）、道庁行政情報コミュニケーションシ
ステム、ＬＧＷＡＮ、テレビ会議システ
ム、電話設備）

発災直後

・災害情報の収集・報告 ・救助・救急・医療救護体制の指示

・北海道総合行政情報ネットワークの通信
の確保に関する業務

非常時優先業務

テレ
ワーク 所管課

・災害対策本部の設置・運営

着手目標時期の非常時優先業務（各部局等別）



【総務部】

部の想定参集
人数

（冬の場合）

着手
目標時期 応急業務（災害対策本部の業務） 通常業務（業務継続の優先度の高い業務）テレ

ワーク 所管課

非常時優先業務

テレ
ワーク 所管課

学事 危機対策

税務 〃

〃 〃

〃

文書

〃
〃

〃

職員厚生

学事

〃
〃

○ 情報政策

財政

〃
税務
〃
〃

北方領土対
策本部

〃

〃

725

・私立学校の授業料減免事務

・災害時における道税に関する申告、
申請、請求その他書類提出又は納付、
納入期限　延長

・災害時における道税の減免、徴収猶
予、　換価猶予及び納入義務免除

１週間

・学割証の交付

・防災消防行政に関する事務

・情報公開及び刊行物等による情報提供の
総括

・個人情報の保護の総括
・知事の資産等の公開

・北海道の歴史に関する文書等の保存及び
閲覧

・財産形成貯蓄関係業務

・危機管理及び国民保護に関する事務

・自衛隊及び駐留軍に関する事務

・消防及び危険物に関する事務

・各種補助事業及び貸付事業（道（国）→
学校法人等）

・諸証明

・道の申請・届出の電子化に関する業務及
び電子調達に関する業務

・北方領土問題に係る施策の企画及び調整

・北方領土問題に係る世論の啓発

・北方地域元居住者に対する援護等（墓参
事業等）

・道の地方交付税及び地方譲与税関係業務

・道債及び一時借入金関係業務
・道税の賦課、徴収及び決算

・道税に係る不服申立て、訴訟
・道税に係る犯則取締り



総務 秘書

広報広聴

〃

〃

航空

〃

秘書、広報広聴、
道政相談センター、
政策、計画推進、
土地水対策、国際、
科学技術、統計、
地域戦略、
地域政策、
官民連携推進、
市町村、交通企画、航空

総務 ○ 総務
秘書

広報広聴

道政相談センター

〃

政策 政策
国際

国際

〃 〃
〃

○ 市町村

〃

〃

〃

交通企画

航空

〃

〃

○ 市町村 広報広聴

○ 〃 国際

○ 〃 〃

○ 〃 ○
科学技術振
興

交通企画

【総合政策部】

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレワー
ク 所管課

通常業務（業務継続の優先度の高い業
務）

テレワー
ク 所管課

37

・災害広報の企画実施

・各種情報資料の収集、提供（災害分）

・報道機関との連絡調整（災害分）

発災直後
－

ー

・港湾及び海岸（国土交通省港湾
局）の事故等に関すること

・港湾及び海岸（国土交通省港湾
局）の被害調査及び応急並び復旧対
策

・災害時における総合政策班の対策
業務についての協力

１時間

・班内非常配備体制及び連絡調整 ・知事及び副知事の秘書業務

・在道外国公館に対する災害状況の
報告

・旅券発給等業務（不要不急の申請を除
く）

・在道外国公館の被害調査 ・外国公館との連絡調整業務

・北海道出身移住者子弟留学生及び
北海道　海外技術研修員等の被害調
査

・被災地の市町村等の行政運営に係る助
言及び調査

１日目

・総合政策部関係被害の取りまとめ ・部内の総合調整

・知事及び副知事の災害地視察 ・報道機関との連絡調整（通常分・災害
以外）

・被災者からの相談に関すること ・報道対応業務（知事記者会見等、記者
発表（レクチャー・資料配付）、選挙・
行幸啓の対応）（通常分・災害以外）

・政策広報に関する業務（緊急性の ・特命課題に関する業務

・空港の事故等に関すること

・空港の被害調査及び応急並びに復
旧対策に関すること

・国際航空輸送関連施設の被害状況
の情報収集に関すること（他の所管
するものを除く）

・語学指導等を行う外国青年招致事
業参加　者及びこれに準ずる外国人
の被害調査

・多言語による情報提供の支援に係
る関係　団体との連携・協力

・貿易関係の被害状況調査及び復旧
対策

・交通施設等の被害状況の情報収集
に関すること（他課の所管するもの
を除く）

３日目

・被災地の市町村、一部事務組合及
び広域連合の短期資金のあっせん及
び災害に係る地方債に関すること

・各種広報媒体による広報（広報紙
「ほっかいどう」等の発行、新聞・テレ
ビ等の利用、インターネット等の利用）

231

・被災地の市町村が行う税等の減免 ・海外事務所に関する業務

・被災地の市町村に対する交付税の
繰上げ交付

・海外との貿易振興、経済交流促進

157

・被災地における職員派遣要望取り
まとめ

・北海道立総合研究機構の運営の推進管
理

・運輸交通に係る総合調整に関する業務
（他部局に属するものを除く）



【総合政策部】

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレワー
ク 所管課

通常業務（業務継続の優先度の高い業
務）

テレワー
ク 所管課

地域政策 ○ 総務
○ 〃

○ 〃

秘書

広報広聴

道政相談
センター

〃
〃

○ 計画推進

○ 土地水対策

○ 〃

○ 統計

○ 地域戦略

○ 市町村
○ 市町村
○ 地域戦略
○ 地域戦略
○ 地域戦略

○ 地域戦略

○ 〃

○ 〃

○ 地域政策

○
科学技術振
興

交通企画
〃

〃

○ 航空

〃

〃

462

・北海道東北知事会に関する業務

・北海道・北東北知事ｻﾐｯﾄに関する業務

・皇室に関する業務

・市町村及び民間企業等との連携・協働
による広報業務

・道政相談及び知事への陳情等に関する
業務（電話及び来庁者対応）

・公益通報者保護制度に関する業務

１週間

・防災のための集団移転に関するこ ・全国知事会に関する業務

・水資源保全地域に係る届出に関する業
務

・統計調査に関する業務（調査継続の可
否に係る調査及び調整を含む。）
・市町村への事務権限の移譲に関する業
務

・苦情審査委員制度に関する業務
・国費予算の要望に関する業務

・土地売買の届出、無届取引に関する業
務

・総合振興局等のあり方に関する業務
・道州制特区に関する業務
・北海道創生総合戦略の推進及び市町村
総合戦略の推進支援に関すること。

・市町村合併に関する業務
・定住自立圏に関する業務
・地方分権改革に関する業務

・研究開発に係る産学官連携に関する業
務

・乗合自動車の運行確保に関する業務
・新幹線鉄道の建設促進に関する業務
・物流に関する企画・調整に関する業務
（他の所管するものを除く）

・人口減少問題対策に関すること。

・連携地域別政策展開方針の推進管理に
関すること。

・移住、交流施策等の推進に関するこ
と。

・港湾及び海上交通に関する業務（他の
所　管するものを除く）

・新千歳空港の国際拠点空港化、２４時
間　運用対策に関する業務

・道内７空港の一括民間委託等に関する
業務（他の所管するものを除く）



・班内非常配備体制及び連絡調整 総務

自然環境

総務 総務
環境政策

消費生活

循環型社会
推進

環境政策

〃
〃
循環型社会
推進〃
自然環境
消費生活

文化振興

〃
スポーツ振
興

〃

総務
循環型社会推
進

循環型社会
推進

環境政策

環境政策 〃

〃
循環型社会推
進

循環型社会推進 〃

〃 ○ 消費生活

自然環境 ○ 〃

文化振興

道民生活

【環境生活部】

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレワー
ク 所管課

通常業務（業務継続の優先度の高い業
務）

テレ
ワーク 所管課

17

・災害時における人の飼養する特定動
物（危険動物）による危害の防止

発災直後
ー ー

ー

１時間

１日目

・環境生活関係被害状況の取りまとめ ・部内の総合調整

・災害時の廃棄物処理計画の指導

71

・特定開発行為（他課の所管するもの
を除く）に係る被害調査

・物価の動向その他の調査（消費生活モ
ニター関連業務）

・災害時における公害対策

・水道の被害状況調査

・災害時の給水計画の指導
・水道施設の復旧指導

・道立歴史・文化施設（他部の所管す
るものを除く）の被害調査及び応急
措置並びに復旧対策

・市町村立文化施設の被害調査
・避難等に係る道立体育施設の使用に
関すること

・一般廃棄物処理施設の復旧指導
・ペット動物の収容調整
・災害時における生活必需物資の需
給、価格の調査監視及び物価対策の調
整

・飲料水の衛生に関する業務（他部の
所管に属するものを除く）

・苫小牧地方における環境の監視・調査

・苫小牧地方における環境の監視・調
査

・公害に係る苦情・紛争の処理（緊急性
のあるもの）

・公害に係る苦情・紛争の処理（緊急
性のあるもの）

・消費生活の安定・向上業務

・スポーツ施設の被害調査、応急措置
及び復旧対策

３日目

・環境生活関係職員の派遣 ・公害の防止に係る指導及び調査業務

・公害の防止に係る指導及び調査業務
・水道その他飲料水供給施設に関する業
務

・水道その他飲料水供給施設に関する
業務

・飲料水の衛生に関する業務（他部の所
管に属するものをく）

・自然公園等の被害調査
・消費者保護・物価安定策の企画・総合
調整（道立消費生活センター、消費者事
故情報等の集約関連業務）

・出賞・後援名義に関する業務（承認関
係）

・特定非営利活動促進法関連業務（認証
関係）

105



【環境生活部】

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレワー
ク 所管課

通常業務（業務継続の優先度の高い業
務）

テレ
ワーク 所管課

環境政策
〃

○ 〃
○ 〃

〃
〃

循環型社会推
進

〃
〃
〃

循環型社会推
進

〃

○ 自然環境

野生動物対策

自然環境

道民生活

地域安全

消費生活

道民生活

文化振興
〃

スポーツ振興

アイヌ政策

215

・北海道環境審議会
・環境影響評価に関する業務
・特定開発行為に関する業務
・環境保全活動の推進（除条例）
・環境学習に関する業務

・公害の防止に係る企画・総合調整

・飼養動物の愛護及び管理に関すること

１週間

・北海道環境基本条例に関する業務

・一般廃棄物の処理に関する業務（補助
金、交付金、事故対応等）

・産業廃棄物の処理に関する業務（許可
申請の相談対応、事故対応、通報の対応
等）

・自然公園、自然環境保全地域等に関す
る業務（許認可業務等緊急性のあるも
の）

・公害防止規制
・公害苦情紛争処理
・特定工場公害防止組織整備

・交通安全対策施策の企画・調整（交通
事故日報、事故多発警報、非常事態宣
言、事故相談、事故死ゼロ表彰関連業
務）

・消費生活協同組合関連業務（許認可）

・男女平等参画社会の形成の促進（苦情
処理、相談対応等）

・野生生物の保護管理及び狩猟に関する
こと

・犯罪被害者等の支援に係る企画・総合
調整・推進（相談関連業務）

・アイヌ政策に関する業務

・文化振興に関する業務
・文化施設に関する業務

・国際的なスポーツ大会等に関する業務



ー

総務
〃
〃

地域福祉

地域医療

〃

〃

〃

〃

医務薬務

〃

〃

〃
地域医療
地域保健
〃

〃

〃
感染症対策

〃

食品衛生

〃

〃

国保医療

地域福祉

〃

〃

〃
高齢者保健福祉

〃

障がい者保健福祉

〃

〃

〃

〃

子ども政策企画、子ども
家庭支援

〃

子ども家庭支援

〃

〃

・被災地の障がい児の保護に関すること

・障がい児福祉施設の被害調査及び応急措置並び
に復旧対策

・被災地の児童及び母子・父子世帯の保護に関す
ること

・児童福祉施設等の被害調査及び応急措置並びに
復旧対策

・道立児童相談所、道立児童自立支援施設、道立
女性相談支援センター及び道立旭川子ども総合療
育センタ－の被害調査及び応急措置並びに復旧対
策

・道立心身障害者総合相談所及び道立精神保健福
祉センターの被害調査及び応急措置並びに復旧対
策

・災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）調整本部
の設置

・北海道ＤＰＡＴ待機・派遣要請

・老人福祉施設施設及び介護老人保健施設の被害
調査及び応急措置並びに復旧対策

・被災地の障がい者の保護に関すること

・障がい者福祉施設及び精神科病院の被害調査及
び応急措置並びに復旧対策

・生活保護指定医療機関並びに医療扶助入院患者
の被害調査及び応急措置援護に関すること

・被災者の生活援護に関すること

・被災地の高齢者世帯の保護に関すること

・国民健康保険直営診療施設の被害調査及び応急
措置並びに復旧対策

・社会福祉協議会を通じた災害ボランティアに係
る連絡調整

・保護施設の被害調査及び応急措置並びに復旧対
策

・食品及び生活衛生関係営業施設の被害調査及び
応急措置

・食肉衛生検査所の被害調査及び応急措置並びに
復旧対策

・と畜場及び食鳥処理場の被害調査及び応急措置

・災害時の歯科医療救護
・災害時の防疫の実施

・感染症指定医療機関の被害調査及び応急措置並
びに復旧対策

・災害時の保健相談

・保健センター等の被害調査及び復旧対策

・道立保健所及び保健所支所、道立衛生研究所の
被害調査及び応急措置並びに復旧対策

・医療施設等の被害調査及び復旧対策
・災害時の医療救護に関すること

・医療施設等の復旧対策

・災害時における初期治療に必要な医薬品や防疫
薬剤等の供給

・災害時の保存血液等の需給調整

発災直後
ー

ー

１時間

・班内非常配備体制及び連絡調整

32

・保健福祉部関係被害の取りまとめ

・災害拠点病院等との連絡調整（被災状況の把握
含む。）

・北海道ＤＭＡＴ待機・派遣要請

・道立診療所の被害調査及び応急措置並びに復旧
対策

・北海道保健医療福祉調整本部の設置

・社会福祉施設の被害調査及び復旧対策の取りま
とめ

・災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）調整本部の設
置

・薬局、毒物劇物営業者・取扱者、医薬品等製
造・卸売施設、血液センターの被害調査及び応急
措置

【保健福祉部】

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務）
テレ

ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務）
テレ

ワーク 所管課



【保健福祉部】

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務）
テレ

ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務）
テレ

ワーク 所管課

総務
総務

〃
〃

〃

各課

医務薬務
医務薬務

〃 〃

〃 〃

感染症対策 ・安全な血液製剤の安定供給の確保 〃
食品衛生

〃

〃 感染症対策
〃 ○ 食品衛生
〃 ○ 〃
地域福祉

○ 〃

〃
○ 〃

〃
○ 〃

子ども家庭支援
○ 〃

地域医療
○ 〃

〃 ○ 〃
〃

○ 〃

〃 地域保健

〃 地域福祉

障がい者保健福祉
地域福祉

障がい者保健福祉
地域保健

総務 地域医療
〃 〃
〃 ○ 〃

〃
地域保健
〃
〃
〃

○ 国保医療
○ 〃
○ 食品衛生
○ 〃
○ 〃

国保医療
各課
〃
〃
〃

総務 各課
〃 〃

国保医療

高齢者保健福祉

〃
〃

障がい者保健福祉

〃

〃

404

・災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給 ・情報公開請求審査請求等

・被災被保険者に対する国民健康保険料（税）の
徴収猶予又は減免に関すること

・被災被保険者に対する介護保険料の徴収猶予又
は減免に関すること

・被災者に対する障害福祉サービス等の提供に関

・障害福祉サービスの報酬の特例措置に関するこ
と

・被災者に対する介護サービスの提供に関する特
・被災介護保険施設の介護報酬の特例措置に関す

・被災者に対する障害福祉サービス等の利用者負
担の減免に関すること

・人事

・クリーニング師等の免許に関すること
・診療報酬の迅速な審査
・支払いの確保に関する業務

１週間

・災害援護資金の貸付 ・道議会対応等

・難病対策（特定疾患等を含む）に関する業務
・原爆被爆者の援護に関する業務

・災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）
に関すること

３日目

・災害救助法に基づく求償 ・地域の医療に関する企画及び総合調整

・後期高齢者医療制度の運営に関する業務
・建築物の環境衛生に関する業務
・胞衣産わいに関すること

・生活習慣病対策に関する業務
・歯科医療対策に関する業務
・国民健康保険の運営に関する業務

・予算・決算、経理、契約等
・文書管理、庶務等

199

・災害救助費の予算経理 ・へき地医療に関すること

・北海道災害派遣ケアチーム（ＤＣＡＴ）の派遣 ・小児周産期医療体制に関すること

・ＤＰＡＴの派遣調整

・災害時における社会福祉施設等の相互支援協定
に係る被災施設等との調整

・心のケアチーム活動に関すること

135

・市町村における災害救助法に基づく応急救助の
実施指導

・災害救助・救援対策に関する業務

・日本赤十字社北海道支部との業務委託協定（医
療、救助及び死体の処理）の実施及び日本赤十字
社救助活動の連絡調整

・課の運営に必要な業務

・道立高等看護学院の被害調査及び応急措置並び
に復旧対策

・災害時の医薬品等の供給対策業務

・災害支援ナースに関すること
・医薬品等の安全対策及び適正使用に関する業
務

・災害薬事コーディネーターとの連絡調整

・小児救急医療電話相談に関すること

・日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）に関す
ること

・人工透析医療及び難病患者医療の確保に関す
る業務

・災害医療コーディネーター及び災害時小児周産
期リエゾンとの連絡調整

・被災者の生活保護に関すること

・被災母子・父子・寡婦世帯に対する福祉資金の
貸付けに関すること

・食肉衛生検査所に関する業務

・ドクターヘリ調整部の設置 ・温泉に関する業務

・ドクターヘリ連絡担当基地病院と派遣調整 ・興行場、旅館、公衆浴場、理容所、美容所及

１日目

・災害救助法に基づく応急救助計画の作成及び実
施

・部内の総合調整

・毒物、劇物、麻薬、覚せい剤等の取締り
・災害時の疫学調査等

・食品衛生の保持
・医師、薬剤師等医療従事者に係る免許に関す
ること等

・被災者に対する生活福祉資金の貸付けに関する
こと

・食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する
業務

・災害義援金募集委員会の調整及び災害義援金配
分委員会に関すること

・狂犬病の予防に関する業務

・災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の派遣調整 ・化製場等に関する業務

・食肉・食鳥検査 ・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
・被災地のへい獣処理 ・食品衛生に関する業務

・放浪犬の処理 ・と畜場に関する業務

・ＤＭＡＴと救護班の調整 ・墓地、埋葬等に関する業務



○ 総務

○ 総務 ○ 総務

○
〃

食産業振興

経済企画

観光振興

〃

中小企業

〃

〃

〃

産業振興

〃

〃

資源エネル
ギー

〃

〃

〃

〃

雇用労政

〃

〃

〃

産業人材

〃

〃

ゼロカーボ
ン推進局
GX推進局
AI・DX推進
局

【経済部】

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレ
ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務） テレ

ワーク 所管課

126

・経済部所管の防災協定締結機関との
連絡調整及び物資要請手続

・食関連産業の被害状況調査及び復旧
対策

・商工業及び労働に係る災害応急諸施
策の総合的な調整

発災直後
ー ー

ー

１時間

・班内非常配備体制及び連絡調整

30

・観光事業関係の被害状況調査及び復
旧対策

・災害時における観光客対策

・被災中小企業の金融

１日目

・経済部関係被害の取りまとめ及び総
合調整 ・部内の総合調整

・工業関係の被害状況調査及び復旧対
策

・工業団地内の立地企業及び工業用水
道の被害状況調査及び復旧対策の連絡
調整

・苫小牧東部地域並びに石狩湾新港地
域における被害状況調査及び復旧対策
の連絡調整

・商工会館等の被害状況調査及び復旧
対策

・災害時における流通対策の総合調整

・商業関係の被害状況調査及び復旧

・災害時における地質情報の収集

・災害時における燃料の需給等の調整

・災害時における職業安定機関との連
絡調整

・エネルギー関係の被害状況調査及び
復旧対策

・鉱業関係の被害状況調査及び復旧対
策

・災害時における砂利・採石、高圧ガ
ス及び火薬類の保安

・職業能力開発事業関係被害状況調査
及び復旧対策

・全道高等技術専門学院及び障害者職
業能力開発校における被害状況調査、
応急措置及び復旧対策

・道立職業能力開発支援センターにお
ける被害状況調査及び復旧対策

・災害時における離職者の発生状況調
査

・労働福祉施設の被害状況調査及び復
旧対策

・北海道労働局労働基準部との連絡調
整及び情報収集

・災害時における経済班の対策業務に
ついての協力



【経済部】

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレ
ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務） テレ

ワーク 所管課

○ 経済企画
観光振興
〃

○ 中小企業
○ 〃
○ 〃
○ 〃
○ 〃
○ 産業振興

○ 〃

○ 〃

○ 〃

資源エネル
ギー

〃
○ 〃

○ 〃

雇用労政
〃
〃
〃
〃

○ 産業人材
○ 〃
○ 〃
○ 〃
○ 〃

○ 食産業振興

○ 中小企業

・小規模企業の振興対策
・中小企業等の受注機会の確保
・中小企業総合振興資金融資制度

３日目

・経済施策に係る企画・調整
・観光振興に関する業務
・旅行業の登録・指導

・苫小牧東部地域並びに石狩湾新港地域の
開発

・高度技術産業集積の活性化に関する業務

・工業技術センターに関する業務

・商業の振興及び流通対策の総合調整

・産業の立地に関する業務

・砂利・採石、高圧ガス、火薬類等の取締
り業務

・労働行政の企画等
・雇用計画の策定

・エネルギー対策の総合調整

・電源立地の調整等
・休廃止鉱山に係る鉱害対策

371・中小企業の組織化

・学院、障害校関連業務
・公共職業訓練

１週間

・食関連産業の振興

186

・人材誘致の推進
・産業人材の育成
・認定職業訓練

・地域雇用開発
・若年者及び季節労働者対策
・労働教育及び労働相談

・卸売市場業務



【農政部】

ー

農政 ○ 農政

○ 農村整備課

農業施設管
理

農政

○ 食品政策

〃 畜産振興
競馬事業室 〃
〃
農産振興

畜産振興

〃
〃
技術普及

〃
〃
農地調整・
農村設計

○ 事業調整
農村計画

○
農地整備・
農村整備

農政 畜産振興

〃
○ 農産振興

○ 技術普及

○ 〃
○ 〃
○ 事業調整

〃

〃

○ 農業経営 ○ 農産振興
○ 〃 ○ 〃
○ 〃 畜産振興

農業施設管
理

〃

〃 〃
〃
〃

○ 農地調整
○ 〃

○ 農村設計

○ 〃
○ 〃
○ 農業施設管理
○ 〃
○ 〃
○ 〃

・国有農地等の管理、処分 ○ 〃
○ 〃

○ 〃

○ 〃
○ 農村計画
○ 〃

○ 農地整備

○ 〃

○ 農村整備

○ 〃

○ 〃

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集人
数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレワー
ク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務） テレ

ワーク 所管課

発災直後
ー

ー

１時間

・班内非常配備体制及び連絡調整 ・部内の総合調整

28

・農地、農業用施設及び道管理施設
（防災ダム、農地海岸保全施設、地す
べり防止施設）の被害調査取りまとめ
及び応急措置、復旧対策

・国有農地等の被害状況把握及び応急
措置

１日目

・農業災害情報の受領及び通知並びに
農被害報告の取りまとめ、通知及び公
表

・道産食品の安全・安心の確保業務

・被災地の家畜の衛生対策
・家畜の水及び飼料確保対策
・被災地の農作物及び家畜の技術指導

・被災地の病害虫の防疫

119

・農業災害対策の企画調整 ・家畜防疫地図システムの確認

・競馬場施設の被害調査等 ・家畜保健衛生所の運営

・ホッカイドウ競馬の実施
・稲作、畑作、園芸関係の被害調査及
び応急対策

・畜産、飼料作物関係の被害調査及び
応急対策

・災害復旧と耕地計画の調整
・所管事業に係る被害調査取りまとめ
及び応急対策

・農業生産資材の確保対策
・災害時における農政班の対策業務に
ついての協力

・災害復旧事業の技術の調整

・試験研究の調整
・農業農村整備事業の管理・調整

・農業農村整備事業の設計・積算・施工管
理

３日目

・農業関係団体に対する指導・調整及
び応援の要請に関すること

・ストックポイント(防疫資材庫)の確認

・その他災害関係業務のうち他課の所
管に　属しない事項に関すること

・農作物の災害対策

・農業生産資材関係業務
・農業改良普及センターの運営

・農業土木技術の研究・開発

１週間

・農業災害関係資金の融通 ・種子対策

355

・農業保険制度の適用 ・米の生産調整
・営農施設被害に関すること ・交付金・補給金認定等業務

175

・家畜排せつ物法関係業務
・農地調整業務
・地籍調査業務

・災害復旧事業の法手続き ・養蜂振興（転飼許可）業務

・農業基盤整備資金の融通 ・家畜市場業務
・リース事業関係業務

・農業農村整備事業の認可業務
・農業農村整備事業に係る負担金業務
・農業水利施設に係る事業業務

・農業農村整備事業等の開発予算の調整

・中山間地域等直接支払事業の実施
・多面的機能支払事業の実施

・土地改良区等の認可業務
・道営農業農村整備事業の計画業務
・国営農業農村整備事業の調整等業務

・道有土地改良財産の管理、処分

・農用地の集団化業務

・農業農村整備事業に係る用地取得、補償
業務

・農地農業用施設災害復旧事業等の実施に
関すること

・海岸保全区域等の維持管理業務

・水田、畑地等の農業農村整備事業の実施

・農業水利施設の農業農村整備事業の実施

・農村整備及び農地防災等の農業農村整備
事業の実施



【水林部】

ー

総務 ・部内の総合調整 総務

〃 水産経営

漁港漁場
〃 ・林野火災の予防対策　　　　　　　　　 森林整備

漁業管理 ・森林災害及び森林被害の復旧等 〃

〃

〃

〃

林業木材

森林整備

〃

〃

〃

治山

森林海洋
環境

道有林

〃

総務 漁港漁場

漁港漁場 ・油等による漁場汚染の対応 成長産業

林業木材 ・魚病まん延防止に係る対応 〃
〃 ・水産物の安全流通に係る対応
〃

〃

森林整備

成長産業

〃

〃

漁港漁場
〃
漁業管理
〃
〃

○ 〃

水産経営 総務

〃 ○ 水産経営

〃 〃

〃 〃

成長産業 ○ 〃

漁港漁場

〃

〃

〃

漁業管理

〃

〃

〃

〃

林業木材

〃

〃

○ 森林計画

○ 〃

○ 〃

森林整備

治山

○ 〃

〃

〃

森林海洋環境

〃

〃

道有林

成長産業

〃

〃

〃

〃

〃

〃

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレ
ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務） テレ

ワーク 所管課

・漁場の被害調査及び復旧対策
・漁業の操業への影響に関すること
・漁船の応急措置

・水産業共同利用施設（サケ・マス増殖及び
内水面関連施設）の被害調査及び復旧対策

・災害時における漁業取締船の配備

・林産物及び当該生産加工施設の被害調査及
び復旧対策

発災直後
ー

ー

１時間

・班内非常配備体制及び連絡調整

25

・水産業・林業関係被害報告の取りまとめ ・多数の遭難を伴った漁船海難事故の対応

・漁港・漁港海岸の被害の取りまとめ

・道有林の林野、及び立木及び路網の被害調
査及び復旧対策

・道有林の土地（林野を除く）、建物及び工
作物の被害調査及び復旧対策

１日目

・水産業・林業関係被害に関する応急措置及
び復旧対策の企画調整

・水産業共同利用施設、その他施設（他課所
管に属するものを除く）の復旧対策

・林道の被害調査、応急措置及び復旧対策

・林野火災の被害調査及び応急措置

・森林及び苗畑の被害調査及び復旧対策

・被災林野に係る病害虫の異常発生の防疫

・林地及び治山施設の被害調査、応急措置及
び復旧対策

・道民の森等の被害調査及び復旧対策

157

・漁港・漁港海岸の維持管理
・漁業権に関する業務

・漁業の許可及び操業の調整その他の漁業の調整

・漁港実験室庁舎・施設の維持管理

106

・漁港・漁港海岸に係る被害調査及び応急措
置、災害復旧対策

・災害応急復旧用木材の需要計画
・林業災害に係る林業金融
・林業構造改善に係る施設の被害調査及び復
旧対策

・特用林産物及び当該生産加工施設の被害調
査及び復旧対策

・被災保険者に対する森林保険に関すること

・水産資源の被害調査及び関係施設の被害調
査

・海面増養殖施設の復旧対策

・漁業の取締り、漁業取締船の維持及び運行
・外国との漁業協定及び漁業協力等に関する業務

１週間

・水産業関係災害復旧資金の融通 ・水産、森林土木の工事管理

・漁港・漁港海岸保全区域の指定等

・漁港・漁村・漁港海岸の整備

３日目

・沿岸漁場整備開発施設の被害調査及び復旧対策

・森林計画資料等の交付業務

・森林整備地域活動支援交付金事務

・補助事業及び委託事業に関する業務

・林業金融に関する業務

・森林組合等の許認可業務

・森林法に基づく保安林関係（許認可等）

・森林法に基づく林地の開発行為関係（許認可等）

320

・既借入金の条件緩和 ・水産業協同組合法の運用及び団体の指導

・漁業災害補償制度及び漁船損害補償制度の
促進

・水産金融に関する業務

・水産業協同組合が行う災害復旧対策の指導
・漁業災害補償制度及び漁船災害補償制度に関する業
務

・災害時の水産加工対策（他部所管に属する
ものを除く）

・漁船海難防止に関する業務

・内水面漁業の振興

・遊漁船の適正化

・国際漁業関連対策の企画及び総合調整

・沿岸漁場の整備開発

・沿岸水産資源開発区域に関する業務

・水産資源の管理

・漁船に関する業務

・国庫補助金業務及び委託事業に係る業務

・施設（全国植樹祭跡地）の維持管理

・造林事業の維持管理

・治山事業の計画・実施に関する業務

・治山事業に係る国庫補助金業務

・水産に関する試験研究等の調整

・漁業技術の改良普及

・水産業振興構造改善事業（事業実施に関する業務）

・林業後継者等の育成

・試験研究機関との情報交換、地域の実態に適合した
技術の開発及び技術体系の確立に関する業務

・市町村、林業関係団体等に対する森林・林業に関す
る技術、知識の指導助言及び連絡調整

・道民の森維持運営及び整備管理

・水産業に係る環境保全

・道有林野の整備・管理に関する業務

・栽培漁業



【建設部】

ー

維管防災 ○ 維管防災

〃 〃

総務 〃

〃 〃

維管防災 〃

〃 〃

〃 〃

〃 河川砂防

〃 〃

〃 〃

〃 〃

〃

〃

道路課

河川砂防

〃

〃

〃

〃

都市環境

〃

建築指導

〃

住宅

○
計画管理・
建築整備

総務
維管防災

建設政策
〃

〃
維管防災

維管防災
河川砂防

都市計画

〃

都市環境

〃

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集人
数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレ
ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務） テレ

ワーク 所管課

発災直後
ー

ー

１時間

・班内非常配備体制及び連絡調整
・公共土木施設に係る防災体制の整備に関
する業務

32

・班の庶務に関すること
・公共土木施設に係る災害時等の支援体制
に関する業務

・被災地の道路交通情報調査及び交通の確
保

・ダム（河川管理施設ダムに係る）の管理
に関する業務

・河川・砂防等・海岸の被害調査及び応急
措置

・通行規制及び車両通行制限に関する業務

・ダムに係る情報収集
・ダム（河川管理施設ダムを除く）の洪水
時、地震時の報告義務

・災害時における必需物品の調達
・異常気象・災害時における対応に関する
業務

・第二種普通財産の被害調査、復旧（他課
の所管するものを除く）

・水防及び出水対策に関する業務

・道道の被害調査及び応急措置 ・水質事故に係る緊急時に関する業務

・市町村の避難勧告等に伴う所掌事務に係
る技術的に可能な範囲での助言（水害）

・出先機関との通信可否確認

・所管業務関係情報の収集に関すること

・雨量・降雪量・河川水位等の情報収集 ・渇水時の調整業務

・水防の技術指導及び情報収集 ・河川事業に係る実施に関する業務

・火山に関する情報収集 ・ダム事業に係る計画、実施に関する業務

・火山に関する情報収集

・市町村の避難勧告等に伴う所掌事務に係
る技術的に可能な範囲での助言（土砂災
害）

・所管業務関係情報の収集に関すること

・所管業務関係情報の収集に関すること

・災害復旧事業に係る公共土木施設の被害
報告取りまとめに関すること（他局の所管
するものを除く）

・土砂災害の被害調査及び応急措置に関す
ること（他課の所管するものを除く）

１日目

・職員の災害派遣・応援に関すること ・市町村が管理する公共土木施設の被災し
た市町村への支援に関する業務

・被災宅地危険度判定業務に関すること

・公共土木施設（都市公園及び都市施設等
の一部）の被害報告とりまとめ及び復旧対
策等に関すること

・公共土木施設（下水道）の被害調査の職
員派遣に関すること

・公共土木施設（下水道）の被害報告取り
まとめ及び復旧対策等に関すること

・被災地における建築物の被害に関する情
報収集

・地震後の被災建築物の応急危険度判定業
務に関すること

136

・災害対策及び復旧の広報広聴に関するこ
と

・河川の水文調査、河川情報システム及び
治水ＧＩＳシステムに関する業務

・防災に係る組織・機構や施策等の総合調
整に関すること ・防災情報共有化システムに関する業務

・建設部所管施設の被害の取りまとめに関
すること ・河川の占用等に関する業務（技術審査）

・宅地の被害状況調査に関すること

・公営住宅の被害状況調査及び復旧対策

・所管業務関係情報の収集に関すること



【建設部】

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集人
数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレ
ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務） テレ

ワーク 所管課

建設管理 総務

〃

○ 維管防災

建築指導 〃

〃 道路

〃

河川砂防
〃
〃

○ 〃

○ 〃

○ 都市計画

住宅
〃

○ 〃
〃

総務
〃

〃

〃
〃

○ 維管防災

〃

〃
〃

建設管理

〃
〃

道路

○
都市計画都市
環境

○ 都市環境
○ 〃
○ 〃
○ 〃
○ 〃

○ 建築指導

○ 〃

○ 〃

○ 〃

３日目

・所管業務関係情報の収集に関すること ・建設部内の総合調整

200

・土木事業の技術指導及び技術調査に関す
ること

・道路、除雪、河川の単独事業及びダム事
業の実施に関する業務（他部課に属する
ものを除く）

・被災地における建築制限及び指導 ・道路、河川等の維持補修に関する業務

・住宅金融支援機構の災害復興住宅融資に
関すること

・道路事業に係る予算、計画、実施に関す
る業務

・土木に係る災害復旧に関する業務

・砂防関係事業（公共）に係る計画、実施
に関する業務

・砂防関係事業（公共）に係る予算業務

・市町村道の道路整備計画に関する業務

・河川事業に係る計画に関する業務
・河川事業、ダム事業に係る予算業務

・住宅地区改良に関する業務
・住宅供給公社に関する業務

・開発行為に係る許認可及び宅地造成関係
業務

・住宅対策に関する業務
・公営住宅に関する業務

１週間

・土木事業用地に関する業務

397

・土地収用法に関する業務

・廃道、廃河川敷地等第二種普通財産の管
理

・測量の公示等

・許認可業務
・訟務賠償業務

・電子調達システム・入札契約総合管理シ
ステム・設計積算システムに関する業務

・公有地の拡大推進に関する業務
・予算関係事務に関する業務

・ダム（河川管理施設ダムに限る）の操作
規則の策定及び検査に関する業務

・都市計画関係業務

・都市計画道路に関する業務
・土地区画整理事業に関する業務

・建設業の許可に関する業務
・建設工事の紛争に関する業務

・高規格幹線道路の建設促進に係る業務

・民間住宅に関する業務

・宅地建物取引業に関する業務

・建築基準法、建築士法、建設リサイクル
法等に関する業務

・建築物の地震対策、防災対策、安全安心
対策等に関する業務

・市町村のまちづくりに関する業務
・都市公園及び緑地に関する業務
・下水道に関する業務



【出納局】

総務

総務

審査第
一・二

財務指導

経理 経理
調達 〃

財務指導 〃

調達

審査第一・
二

〃
〃
調達

○ 総務
〃

○ 〃

ー

総務
〃

経営企画

総務
〃
〃
〃
総務
〃
〃

【企業局】

総務

発電

工業用
水道
総務
〃
発電

〃
〃

工業用
水道

〃

〃

総務 発電

工業用水道
発電

・電気事業に係る許認可の申請 〃

工業用水道
〃

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレ
ワーク

所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務） テレ
ワーク

所管課

発災直後
ー ー

ー

１時間

・班内非常配備体制及び連絡調整

11

・工事工区の設定に関する業務

・物品購入及び賃貸借契約

１日目
・財務会計トータルシステムの運用管理

49

３日目

・災害救助基金等応急救助の費用に関
すること

・財務に係る条例、規則等に関する業務

73

・支払資金対策 ・災害見舞金の出納保管
・救援物資の出納保管 ・資金管理業務

・災害時における出納班の対策業務に
ついての協力

・歳入歳出外現金、基金、有価証券の出納
保管業務

１週間

・支出命令の審査、支出負担行為の確認業
務

146

【道立病院局】

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレ
ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務） テレ

ワーク 所管課

・財務会計に係る指導業務
・支出審査及び支出命令業務
・庁用共通物品払出業務
・指名選考委員会に関する業務
・競争入札の執行に関する業務

１日目
・道立病院、子ども総合医療・療育セン
ターの経営に関する事務 10

発災直後
ー

ー

１時間
・道立病院の被害調査及び応急措置並

2・医療資材の確保及び供給に関するこ

３日目

・支払いの確保に関する業務

15
・予算・決算、経理、契約等
・文書管理、庶務等
・人事

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレ
ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務） テレ

ワーク

１週間

・道議会対応

30
・情報公開請求審査請求等
・資格試験の実施

１時間

・班内非常配備体制及び連絡調整

5
・電気事業施設の情報収集及び被害調
査
・工業用水道施設の情報収集及び被害
調査

所管課

発災直後
ー ー

ー

３日目
・災害関係予算に関すること ・電気事業施設の運用及び管理

31
・工業用水道施設の運用及び管理

・非常用電源装置稼働のための燃料供
給ルート確保

・工業用水道施設に係る災害応急対策
の技術的連絡調整

・非常用電源装置稼働のための燃料供
給ルート確保

・工業用水道施設の警戒及び管理

１日目

・災害応急対策資材等の調達

21

・被害の取りまとめ
・電気事業施設に係る災害応急対策の
技術的連絡調整

・電気事業施設の警戒及び管理

１週間

・電気事業に係る復旧工事

63・工業用水道事業に係る復旧工事
・工業用水道事業に係る許認可の申請



【教育庁】

ー

総務

〃

〃

〃

施設

〃

生徒指導・
学校安全

施設

〃

教育政策
〃

〃
教職員
高校教育
〃

〃

〃

義務教育
〃

〃

特別支援教
育

〃

〃

健康・体育

〃

〃

社会教育

〃

文化財・博
物館

〃
〃

〃

福利

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務）
テレ

ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務）
テレ

ワーク 所管課

発災直後
ー

ー

１時間

・教育対策本部長に関すること

37

・北海道災害対策本部及び関係防災機
関との連絡調整

・市町村立学校施設の被害調査及び復
旧対策

・公立学校の学校管理下における幼
児、児童及び生徒の生徒指導・安全管
理

・教育対策本部内の組織等の調整

・教育対策本部及び連絡本部の被害状
況等の速報

・道立教育施設の被害調査、応急措置
及び復旧対策

１日目

・避難等に係る道立教育施設の使用に
関すること

159

・避難等に係る市町村立学校施設の使
用に関し、指導助言すること

・報道機関との連絡調整
・災害に係る公立学校の臨時休校等の
状況の取りまとめ

・臨時休校及び被害状況等の情報提供
・応急教育に係る教職員の確保
・公立高等学校の通学に関すること
・公立高等学校の被害調査、応急措置
及び復旧対策

・公立特別支援学校の被害調査、応急
措置及び復旧対策

・公立特別支援学校の被災児童及び生
徒の応急教育に関すること

・公立学校の学校管理下における幼
児、児童及び生徒の保健管理に関する
こと

・公立学校が被災者収容施設として使
用される場合の幼児、児童及び生徒の
保健管理に関すること（市町村の災害
対策本部長の行うものを除く）

・学校給食の被害調査、応急措置及び
復旧対策

・市町村立社会教育施設の被害調査、
応急措置及び復旧対策

・公立高等学校の被害生徒の応急教育
に関すること

・受入れ外国教員及び交換留学生に係
る連絡、応急措置等

・公立の小中学校の通学に関すること
・公立小中学校の被害調査、応急措置
及び復旧対策

・公立小中学校の被災児童及び生徒の
応急教育に関すること

・公立特別支援学校の通学に関するこ
と

・社会教育施設における利用者の安全
管理

・所管施設の被害調査、応急措置及び
復旧対策

・所管施設における利用者の安全管理
・文化財の保全、保護に関すること
・文化財及び市町村立文化財保存施設
の被害調査、応急措置及び復旧対策

・被災職員及びその家族の福利厚生に
関すること



【教育庁】

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務）
テレ

ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務）
テレ

ワーク 所管課

総務 施設

〃 〃
〃 教育政策
〃 〃

高校教育 高校教育

義務教育 〃

特別支援教
育

学力向上推進

〃
高校教育
特別支援教育
〃

生徒指導・学
校安全
〃

社会教育､文化
財・博物館

〃

文化財・博物
館

〃
教職員事務
福利
〃
〃

特別支援教
育

総務

〃 〃

健康・体育 〃

〃 〃

〃 〃

福利 〃

〃

〃
〃
施設
教育政策
〃
〃
総務
教職員
〃
〃
〃

〃

高校教育
〃

特別支援教育

〃

〃

健康・体育
〃
社会教育

文化財・博物
館

高校教育
〃

教職員

教職員事務
福利
〃
〃

234

・災害関係予算の総括 ・教育財産の災害対策
・国に対する財政支援要請 ・報道事務
・被災市町村への職員派遣 ・広聴及び相談事務

・公立高等学校の被災生徒の授業料の
免除及び奨学金の貸与

・生徒の入学、転学及び退学に関すること

・公立小中学校の被災児童及び生徒の
教科書の供与に関すること

・学校経営、組織編制、教育課程、学習指
導及び職業指導

・公立特別支援学校の被災児童及び生
徒の教科書の供与に関すること

・公立高等学校の入学者の選抜方法に関す
る事務

・道立の社会教育施設に関する業務

・文化財の保存活用に関する業務

・事務局及び道立学校職員の健康管理

・所管施設に関する業務
・給与関係業務
・恩給関係業務

・公民館、図書館、博物館等の整備等の指
導助言

・公立学校の災害、防災、学校安全の業務

・所管施設に関する業務

・生徒指導・学校安全に関する指導・助言

・生徒指導・安全管理の実施

・道立高等学校の入学者選抜事務
・所管施設に関する業務
・道立特別支援学校の管理運営

・教職員互助会との連絡調整

１週間

・公立特別支援学校における給食に関
すること（健康・体育課の所掌に係る
ものを除く）

・教育委員会の会議

・財務会計事務の指導（実地指導を除く）

・市町村教育委員会への指導、助言・援助

・訴訟業務                     
・内部組織、職員定数及び事務管理
・国庫負担（交付）事業の業務
・教職員定数
・学級編制
・教職員の服務に関する業務

・定期健康診断業務
・職員の健康判定審査等に関する業務

・家庭教育支援推進事業
・家庭教育相談事業

・博物館の登録事務

・高校配置計画策定
・道立高校定員調整

・職員団体対応業務（新型インフルエンザ
対応）

３日目

・教育委員及び道議会への報告に関す
ること

508

・公立特別支援学校の被災児童及び生
徒の就学奨励費の再支給等の援助措置
に関すること

・教育委員会規則の制定及び公布

・公立特別支援学校における給食に関
すること

・文書審査

・公立小中学校の児童及び生徒の学校
給食に関すること

・職員の任免等の身分扱い

・公立高等学校の夜食給食に関するこ
と

・人事発令関連業務

・北海道教育委員会の任命に係る職員
の災害補償基金による災害補償に関す
ること

・生徒の奨学に関する事務
・就学義務に関する事務

・市町村の特別支援教育に関する指導・助
言

・北海道教育支援委員会

・学校体育、学校保健及び学校給食に関す
る指導・助言

・保健管理及び学校給食の実施

・教職員の懲戒及び分限に関する業務
・教職員免許状授与・更新事務
・県費負担教職員の任免業務
・公立学校の教員採用選考検査業務
・道立学校教職員の人事発令業務関係

・授業料の徴収及び運営費予算、その他管
理運営

・給与関係業務
・共済組合員の保健に関する業務



総括監査
〃

総括監査、技
術監査

総括監査

〃

〃
〃
〃
〃
〃
〃

定期監査室全
課、技術監査

監査第三

〃
〃
局内全課

【人事委員事務局】

総務審査

３日目 16

・人事委員会議 総務審査

〃

○ 〃

○ 〃

〃

〃

〃

○ 〃

任用

〃

給与

【労働委員事務局】

１時間 3

総務審査
〃
調整
〃

【監査委員事務局】

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務） テレ
ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務） テレ

ワーク 所管課

１日目
・執務室の復旧

16・職員の安否確認

３日目 24

発災直後
ー ー

ー

１時間 4

１週間

・公営企業会計に係る定期監査・行政監査

・公営企業会計の決算審査

・財政健全化法に係る財政指標（健全化判　断
比率、資金不足比率）等の審査

・一般会計及び特別会計に係る例月出納検査

・一般会計及び特別会計の決算審査
・基金運用状況審査

・一般会計及び特別会計に係る定期監査・行政
監査

・出納職員等の賠償責任に関する監査
・知事の要求に基づく監査

所管課

発災直後
ー ー

ー

・財政的援助団体等の監査

着手
目標時期

非常時優先業務 部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務）
テレ

ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務）
テレ

ワーク

50

・公営企業会計に係る例月出納検査
・住民監査請求に基づく監査
・住民の直接請求に基づく監査
・議会の請求に基づく監査

１時間
・班内非常配備体制及び連絡調整

3

１日目 11

１週間 31

・局内の企画調整

・勤務条件に関する措置要求

・勤務条件に関する規則の制定改廃

・競争試験及び選考の実施

・不利益処分の審査

・職員団体の登録

・労働基準監督機関の職権行使

１週間

・労働組合の資格審査

35
・不当労働行為の審査
・労働争議のあっせん、調停及び仲裁
・個別労働紛争のあっせん

発災直後
ー ー

ー

１日目 11

着手
目標時期

非常時優先業務

・職員からの苦情相談

・任用に関する規則の制定改廃

・給与に関する規則の制定改廃

部の想定参集
人数

（冬の場合）応急業務（災害対策本部の業務）

３日目 17

テレ
ワーク 所管課 通常業務（業務継続の優先度の高い業務） テレ

ワーク 所管課


